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ご注意いただきたい点















太陽光パネル
6.4kW

パワーコンディ
ショナー 5.5kW

低い方

5kW
(小数点以下切捨て)

例補助額
蓄電池太陽光

10万円（定額）

30万円（定額）２㎾以上4㎾未満新築戸建
住宅

(ZEH水準又は
『ZEH』)

50万円（定額）4㎾以上

50万円（上限）
個人：7万円/kW新築共同

住宅
(ZEH水準)

事業者：5万円
/kw

新築戸建て住宅で『ZEH』を満たす住宅に限りFITによる売電が可能 FIT売電可能！
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※ サービス利用料から補助金額分を差引く等で利用者に還元

補助金の支払先太陽光発電設備の
導入方法

申請者本人の口座へ振込購入

太陽光事業者へ支払いリースまたはPPA※



請
求
書
提
出

額
確
定

審
査

実
績
報
告
書
提
出

住
宅
引
渡
し

交
付
決
定

審
査

補
助
金
振
込

申請受付期間

第1期 5/1～12/15
第2期 12/16～1/29

第1期 R9.1.29必着
第2期 R9.3.31必着

契
約

交
付
申
請
書
提
出

申請者

仙台市

引渡しは交付
決定後



年度内に事前
協議書提出！



戸建て 共同住宅



【戸建住宅の場合】太陽光発電等導入補助金（申請様式の入力方法）

自動判定

自動転記

入力 印刷

記入の際はお手元にBELS評価書等必要書類をご用意ください



は い

は い

BEIが0.8以下
かつ

UA値が0.6以
下

は い

いいえ
補助対象外

太陽光の出力
が4kW以上※2

いいえ
補助対象外

太陽光の出力
が2kW以上※2

は い

いいえ

補助額30万円
(ZEH水準)

FIT売電不可※

(FIT以外の売電可)

太陽光による
BEIが0以下 いいえ

補助額50万円
(ZEH水準)

FIT売電不可※

(FIT以外の売電可)

補助額50万円
(『ZEH』)

FIT売電可能※

※ 蓄電池導入の場合はこれらの金額にプラス10万円

太陽光による
BEIが0以下

補助額30万円
(『ZEH』)

FIT売電可能※

は い

いいえ



補助金実績報告書

建物全景写真

導入設備の写真

出荷証明書等の写し

補助対象住宅引渡証明書

住宅施工証明書

領収書等の写し

建築場所と住居表示が同一場所と分かるもの

売電の形態が確認できる書類

建物の登記事項証明書

戸建て 共同住宅

補助金実績報告書

建物全景写真

導入設備の写真

出荷証明書等の写し

補助対象住宅引渡証明書

住宅施工証明書

領収書等の写し

建築場所と住居表示が同一場所と分るもの

売電の形態が確認できる書類

住民票

住宅の省エネ性能向上に関する説明書
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書

額

確

定

審

査

実
績
報
告

設
置
工
事

交
付
決
定

審

査

補
助
金
振
込

申請受付期間

5/1～12/15
R9.1.29必着

契
約

交
付
申
請
書

申請者

仙台市

工事着工は
交付決定後
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







上記を確認のうえ

『太陽光発電等導入補助金 導入設備要件確認書兼誓約書』（施工業者記入）を提出











上記を確認のうえ

『太陽光発電等導入補助金 導入設備要件確認書兼誓約書』（施工業者記入）を提出



③確認書兼誓約書（提出様式）の表にチェックを入れる

①本市の手引き等からリストにアクセス ②ガイドラインを参照し対策を講じる

確認事項











上記を確認のうえ

『太陽光発電等導入補助金 導入設備要件確認書兼誓約書』（施工業者記入）を提出



③確認書兼誓約書（提出様式）の表にチェックを入れる

①本市の手引き等からリストにアクセス ②ガイドラインを参照し対策を講じる

確認事項











上記を確認のうえ

『太陽光発電等導入補助金 導入設備要件確認書兼誓約書』（施工業者記入）を提出



③確認書兼誓約書（提出様式）の表にチェックを入れる

①本市の手引き等からHPにアクセス ②販売元の名前があることを確認

確認事項

太陽光発電設備は『責任あるサプラ
イチェーン等における人権尊重のガ
イドライン』を遵守して製造・調達され
た製品であること。
確認方法：太陽光発電協会HP「会員各社の人

権方針及びデューデリジェンス等の
取組内容」等で確認











上記を確認のうえ

『太陽光発電等導入補助金 導入設備要件確認書兼誓約書』（施工業者記入）を提出



③確認書兼誓約書（提出様式）の表にチェックを入れる

①本市の手引き等からガイドラインにアクセス ②ガイドラインを参照し対策を講じる



太陽光発電設備導入に関する要件 蓄電池導入に関する要件

遵守事項

• 太陽光発電設備の能力を十分に発揮させ、安全に利用するため、
適切な維持管理に努めるとともに、4年に1回程度、設置事業者
等による点検を行うこと。

• 設置にあたっては、周辺住宅への反射光による影響等に配慮す
ること。

• 太陽光発電設備を廃棄する際には、設置時の住宅メーカーや設
置事業者等に相談のうえ、設備のリサイクル、リユースがなさ
れるよう努めること。

• 設備の法定耐用年数（太陽光:17年）以上使用すること。

• 太陽光発電システムで発電する電力量の30%以上を住宅で自家
消費すること。

• 太陽光発電設備に係る設備費及び設置工事費の合計額が35万円
/kW未満であること。35万円/kW未満での導入が困難な特段の
理由がある場合は、理由書を提出すること。

要件等

• 太陽光発電設備で導入する付帯設備であること

• 太陽光発電設備によってい発電した電気を蓄電するものであり、
平時において充放電を繰り返すことを前提とした設備とするこ
と。

• 停電時のみに利用する非常用予備電源ではないこと

• 設備の法定耐用年数（蓄電池:6年）以上使用すること。

• 蓄電池蓄電の容量は20kWh未満とし、SII
（https://zehweb.jp/
registration/battery/）に登録された蓄電池であること。

• 導入する蓄電システムの価格は12.5万円/kWh（工事費込み・
税抜き）以下の蓄電システムとなるよう努めること。ただし、
当該価格に該当する蓄電池システム調達が難しい場合は、理由
書を作成のうえ、15.5万円/kWh（工事費込み・税抜き）以下
とすること。



その他家庭向け
省エネ補助金



「せんだい健幸省エネ住宅」認定制度





灯油暖房（開放式灯油ファンヒーター等）

令和8年度から
対象外



みんなで
おトクに購入




